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都道府県別の環境配慮契約法の理解度【平成 24 年度アンケート調査結果】 
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注１：凡例については次のとおり。 

  「法の内容を理解」 ：環境配慮契約法の内容を理解している 

  「聞いたことはある」：聞いたことはあるが内容は理解できていない 

  「聞いたことはない」：聞いたことはない 

  「不明」にはアンケートへの未回答の地方公共団体を含む 

注２：都道府県別割合は各都道府県及び当該都道府県下区市町村（区は特別区）を母数とした回答団体割合 

 

参 考 ２ 



－2－ 

都道府県別の契約方針の策定状況【平成 24 年度アンケート調査結果】 
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注１：凡例については次のとおり。 

  「策定済」   ：契約方針を策定済み 

  「策定予定」  ：現時点では未策定だが今後策定予定又は具体的な策定予定はないが策定したい 

  「策定予定なし」：現時点では策定する予定なし 

  「不明」にはアンケートへの未回答の地方公共団体を含む 

注２：都道府県別割合は各都道府県及び当該都道府県下区市町村（区は特別区）を母数とした回答団体割合 

 



－3－ 

都道府県別の電気の供給を受ける契約の実施状況【平成 24 年度アンケート調査結果】 
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注１：凡例については次のとおり。 

  「環境配慮契約を実施」：全庁的又は一部機関において環境配慮契約に取り組んでいる 

  「実施を検討」    ：現在は行っていないが今後取り組むことを検討している 

  「実施予定なし」   ：現在のところ取り組む予定はない 

  「実施できない」   ：取り組むことができない（電力供給会社が 1 社等） 

  「不明」にはアンケートへの未回答の地方公共団体を含む 

注２：都道府県別割合は各都道府県及び当該都道府県下区市町村（区は特別区）を母数とした回答団体割合 
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都道府県別の自動車の購入等に係る契約の実施状況【平成 24 年度アンケート調査結果】 

11.1%

10.0%

9.4%

67.9%

70.4%

63.9%

14.7%

3.3

9.5%

9.1%

2.8

7.0

2.6

7.1

5.6

5.0

0.0

環境配慮契約
を実施

5.6

3.8

2.8

6.7

7.4

8.9%

13.9%

9.4%

3.3

2.4

8.8%

3.6

0.0

0.0%

1.8%

2.3%

5.1

0.0%

0.0%

6.3

6.3

実施を検討

2.2%

2.4%

0.0%

5.6

0.0%

5.6

1.7%

6.7

7.4

2.8%

5.5

0.0%

0.0%

73.3%

65.4%

70.7%

62.8%

75.0%

51.7%

87.1%

68.8%

62.8%

実施予定なし

2.9%

69.2%

64.4%

69.4%

68.8%

80.0%

66.7%

58.8%

70.0%

61.1%

83.3%

76.4%

不明

31.7%

24.4%

20.6%

25.0%

26.9%

16.7%

40.0%

20.0%

14.8%

13.9%

12.5%

10.9%

17.5%

26.5%

12.9%

25.0%

15.0%

33.3%

25.0%

26.9%

27.9%

2.8%

12.7%

23.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

三重県＋
29市町村

愛知県＋
54市町村

静岡県＋
35市町村

岐阜県＋
42市町村

長野県＋
77市町村

山梨県＋
27市町村

福井県＋
17市町村

石川県＋
19市町村

富山県＋
15市町村

新潟県＋
30市町村

神奈川県＋
33市町村

東京都＋
62区市町村

千葉県＋
54市町村

埼玉県＋
63市町村

群馬県＋
35市町村

栃木県＋
26市町村

茨城県＋
44市町村

福島県＋
59市町村

山形県＋
35市町村

秋田県＋
25市町村

宮城県＋
35市町村

岩手県＋
33市町村

青森県＋
40市町村

北海道＋
179市町村

 

9.5%

60.9%

67.9%

76.2%

0.0

8.0%

9.1%

0.0

10.0%

0.0

0.0

0.0

3.6

0.0

0.0

2.5

7.1

環境配慮契約
を実施

3.3

4.8

4.5

10.9%

15.8%

3.7

4.5

7.1

5.6

5.8

0.0

4.5

2.9%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

5.0

3.2%

2.5%

7.1

0.0%

0.0%

5.0

実施を検討

0.0%

1.6%

0.0%

0.0%

15.8%

0.0%

0.0%

3.3%

5.0

47.6%

59.1%

86.4%

71.4%

90.5%

55.6%

56.0%

70.0%

95.8%

70.0%

57.5%

81.8%

実施予定なし

70.4%

83.6%

54.3%

65.0%

61.3%

70.0%

74.1%

42.1%

68.0% 23.3%

45.2%

31.8%

25.9%

26.3%

28.3%

9.1%

14.3%

11.5%

42.9%

9.5%

38.9%

36.0%

25.0%

4.2%

28.6%

30.0%

30.0%

35.5%

37.5%

9.5%

9.1%

25.9%

15.0%

不明

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全　国

沖縄県＋
41市町村

鹿児島県＋
43市町村

宮崎県＋
26市町村

大分県＋
18市町村

熊本県＋
45市町村

長崎県＋
21市町村

佐賀県＋
20市町村

福岡県＋
60市町村

高知県＋
34市町村

愛媛県＋
20市町村

香川県＋
17市町村

徳島県＋
24市町村

山口県＋
19市町村

広島県＋
23市町村

岡山県＋
27市町村

島根県＋
19市町村

鳥取県＋
19市町村

和歌山県＋
30市町村

奈良県＋
39市町村

兵庫県＋
41市町村

大阪府＋
43市町村

京都府＋
26市町村

滋賀県＋
19市町村

 
注１：凡例については次のとおり。 

  「環境配慮契約を実施」：全庁的又は一部機関において環境配慮契約に取り組んでいる 

  「実施を検討」    ：現在は行っていないが今後取り組むことを検討している 

  「実施予定なし」   ：現在のところ取り組む予定はない 

  「不明」にはアンケートへの未回答の地方公共団体を含む 

注２：都道府県別割合は各都道府県及び当該都道府県下区市町村（区は特別区）を母数とした回答団体割合 

 



－5－ 

都道府県別のブロック別説明会参加状況【平成 24 年度】 

16.7%

29.1%

16.7%

10.0%

26.5%

20.6%

20.0%

20.3%

22.2%

10.0%

11.5%

13.9%

96.4%

77.8%

86.1%

2.3%

3.8%

3.6%

5.6%

6.3%

6.5%

5.6%

6.7%

2.8%

5.9%

2.4%

5.6%

説明会に参加

70.9%

83.3%

94.4%

90.0%

73.5%

79.4%

80.0%

79.7%

94.4%

93.3%

88.5%

2.9%

説明会に不参加

97.7%

93.8%

93.5%

90.0%

97.2%

94.4%

97.6%

96.2%

83.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

三重県＋
29市町村

愛知県＋
54市町村

静岡県＋
35市町村

岐阜県＋
42市町村

長野県＋
77市町村

山梨県＋
27市町村

福井県＋
17市町村

石川県＋
19市町村

富山県＋
15市町村

新潟県＋
30市町村

神奈川県＋
33市町村

東京都＋
62区市町村

千葉県＋
54市町村

埼玉県＋
63市町村

群馬県＋
35市町村

栃木県＋
26市町村

茨城県＋
44市町村

福島県＋
59市町村

山形県＋
35市町村

秋田県＋
25市町村

宮城県＋
35市町村

岩手県＋
33市町村

青森県＋
40市町村

北海道＋
179市町村

 

11.1%

14.3%

23.8%

16.7%

97.8%

89.3%

64.3%

0.0%

0.0%

説明会に参加

10.0%

3.7%

38.6%

6.5%

15.0%

20.8%

2.9%

11.5%

0.0%

2.2%

5.3%

3.7%

35.7%

10.0%

10.7%

5.0%

0.0%

8.0%

88.9%

94.7%

96.3%

90.0%

93.5%

100.0%

97.1%

88.5%

96.3%

説明会に不参加

2.9%

95.0%

85.0%

79.2%

90.0%

92.0%

83.3%

76.2%

85.7%

100.0%

100.0%

100.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全　国

沖縄県＋
41市町村

鹿児島県＋
43市町村

宮崎県＋
26市町村

大分県＋
18市町村

熊本県＋
45市町村

長崎県＋
21市町村

佐賀県＋
20市町村

福岡県＋
60市町村

高知県＋
34市町村

愛媛県＋
20市町村

香川県＋
17市町村

徳島県＋
24市町村

山口県＋
19市町村

広島県＋
23市町村

岡山県＋
27市町村

島根県＋
19市町村

鳥取県＋
19市町村

和歌山県＋
30市町村

奈良県＋
39市町村

兵庫県＋
41市町村

大阪府＋
43市町村

京都府＋
26市町村

滋賀県＋
19市町村

 
注１：凡例については次のとおり。 

  「説明会に参加」 ：環境配慮契約法ブロック別説明会に出席 

  「説明会に不参加」：環境配慮契約法ブロック別説明会に出席していない 

注２：都道府県別割合は各都道府県及び当該都道府県下区市町村（区は特別区）を母数とした参加団体割合 

注３：出席に関するデータは受付で出席を確認した団体を示したもの 

注４：説明会の開催場所は、札幌市、仙台市、東京都（千代田区）、名古屋市、大阪市、広島市、高松市及

び福岡市の 8 箇所であり、出席が困難な地域もある 


